








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































代理権の有無 帰属 客観説 手数料・利息 対価関係
　　昭和63年判決1
i東京地判昭63・3・29） 見解分かれる 保険会社 親和性 判断 肯定
　　昭和63年判決2
i東京地判昭63・7・27） 代理権肯定 保険会社 親和性 判断 肯定
　　平成8年判決
i千葉地判平8・3・26） 肩書 代理店 一 一 否定
　　平成15年判決第1審
i札幌地小樽支判平10・12・2） 一 保険会社 適用 判断 肯定
　平成15年判決控訴審

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































名義 事例 帰属 名寄せ 報酬（手数料） 信託構成




管理会社A 東京高判平11・8・31管理組合 管理会社 ため必要
東京高判平12・12・14 （今後は管理会（不適格預金となるおそれ なしP）
社～） 有P）
保険会社X 保険会社 保険会社 効率性を図るた 不可能
めに便宜上認め
A代理店 最判平15・2・21 代理店 代理店 られているに過
保険会社X ぎない
A代理人 保険会社 保険会社 （前掲東京地判昭
保険会社X 和63・3・29等）
弁護士X 最判平15・6・12 弁護士＊ 弁護士 分別管理義務が 可能（今
負債整理等不適格預金とな 各弁護士会の会 後検討の
るおそれ有 規で定められて 余地有）
A代理人弁護士X最判平15・6・26 依頼人の可能性有 依頼人 おり問題となら
ない
弁護士X 東京高判平15・7・9弁護士＊ 依頼人
A預り口
＊依頼者の税金滞納により，差押えがかかった事例であり，弁護士のデフォルトによっては異なる結論の可能性もあり得る。
　もっとも，個々の類型ごとに単純に判断しているわけではない。各判例を概観
するに，口座の「名義」が非常に重要な地位を占めていることが分かる354）。こ
れは口座の名義人が直ちに預金者と認定されるということを意味しているのでは
ない。名義の役割が大きなウエイトを占めているということを意味するのである。
本人確認法・名寄せ実務との関係から，第三者が見ても分かる名義での口座開設
が求められているのであろう。これは客観説と距離を置くことを意味する355）。
354）秦・前掲注85，5頁「預金契約に際しては，申出があった預金名義人が契約者本人な
　のか第三者なのかについて疑問が生ずる余地がない名義人の表示にすることを求めておく
　べきである」
355）口座名義のみに固執しているわけではないことをあらためて指摘しておく。前掲最判
　平15・2・21はその他に口座管理の実質的所有者や「金銭の所有者＝占有者」を預金債権
　帰属の判断材料としている。そして，潮見教授は本判決をこれらの諸点を踏まえて，普通
　預金口座であることに着目した，純粋な客観説を修正した預金者確定ルール（契約一般の
　解釈における当事者確定ルールと異質なものではないもの）を本件に妥当させようとした
　ものと考える。（潮見・前掲注150，43頁）
預金者の認定 223
そして，契約の根本原理たる一般原則に立ち戻っていることを意味するように感
じられる。最近の事例を見るに，結論に至る判断の背後には通常の契約における
当事者確定のルールが流れているのではないだろうか356）。［客観説を採用するのなら
ば，名義に重点をおく必要性はない。そして，口座の名義にこだわることは，客観説からかけ
離れていくことを意味している。］
　以上のことから，潮見教授は，本人確認法の厳格化に伴い，預金の種類を問わ
ず預金契約固有のデフォルト・ルールとして口座名義重視の考え方（「口座名義
人説」と呼んでいる）への方向転換を提唱する357》。もっとも，柔軟な解決がで
きる点で有用性が認められる一方，客観説のような明確な基準が示されず，漠然
としている観は否めない。より明確な基準が示されるようになれば実務でも受け
入れやすくなるのではないかと思われる。
　マンションの管理費等の専用口座は法制化によって管理組合名義にほぼ統一さ
れるであろう。弁護士預り金専用口座にっいては議論の余地があろうが預り口名
義を用いることが望ましく，ケースバイケースで判断されることになろう。保険
会社については可能であれば，代理人名義が望ましい。今後は，統一性のない名
義を統一することが最優先に必要である。銀行は二重払いの危険性を避けるため
に慎重な対応を取るべきであろう。
　ところで，近年議論され始めた問題に「普通預金の担保化」というものがあ
る358）。通常の普通預金では担保とはなり得ないが，「契約により『金銭がコンス
タントに預け入れられることが確保されているもの』や一定の『債務額に見合う
額を常に口座内に留めておく義務がそれぞれの当事者に課されているもの』につ
356）鶴藤・前傾注353，8頁以下
357）潮見・前掲注150，44頁及び雨宮・前掲注175，6頁以下は今後の預金者認定論の構築
　方法について，全預金統一方式を提案する。これは普通預金・定期預金を問わずに，本判
　決の方式で預金者認定問題を処理しようとするものであり，潮見教授の提唱する口座名義
　人説と類似する考え方であるように思われる。しかし，実務では定期預金については客観
　説で処理することが定番となっており，類型的に処理することが望ましい。このことから
　雨宮氏は定期預金と普通預金で預金者認定方法を区別することに一定の合理性を見出すこ
　とも可能であるとしている。
358）議論が比較的新しいため，参考となる文献は少ないが中田；道垣内・前掲注43，43頁
　以下等
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いては物権の客体となり得る」359）と考える。これが浸透して受け入れられ法制化
されれば，客観説に依拠することなく預金者の認定することができるであろ
う36°）。例えばSPC（特別目的会社）361）には普通預金の担保化が認められている。
　ただし，これを取り入れるにあたり，問題は多い。第一に普通預金は変動する
ことが通常であるため，どこまでを担保として認めるかという問題がある。集合
物担保のように，普通預金に入金されるものを全て担保として認めてしまってよ
いのであろうか362）363）。それを認めると，当該普通預金口座に入金された金銭に
関しては，他の債権者は手をつけることができなくなり，故意に当該口座に入金
することで他の債権者を害する意思が懸念される。その場合には詐害取消権を行
使することになるのであろうか364）。そのほか，第三者に対する対抗要件にっい
ても問題である365）。
　今後，このような議論の活性化とともに，現在の価値観に適合する新しいスタ
イルが確立されていくことが望ましい。
359）森田宏樹「普通預金の担保化・再論（下）」金融法務事情1655号25頁
360）例えば，管理組合が管理会社に対する預託金返還請求権を担保とするために普通預金
　に質権を設定すること等が考えうれる。こうすれば，金融機関の管理会社に対して有する
　貸付金との相殺の危険性や他の一般債権者の差押えに優先して弁済を受けることが可能に
　なる。
361）普通預金の担保化はプロジェクトファイナンスの本格化に端を発する。プロジェクト
　ファイナンスとは①特定のプロジェクトに対する融資であり，②当該プロジェクト用資産
　以外は債務の引当を求めず③当該事業が生み出すキャッシュ・フローのみを返済の原資と
　する形態の融資手法であり，2001年3月にオープンしたユニバーサル・スタジオ・ジャパ
　ン（USJ）でわが国において初めて用いられた。事業主はプロジェクトを行うためにSPC
　を設立せねばならず，金融機関の融資はSPCを借主として行われる。　SPCは全てのキャッ
　シュ・フローを融資した金融機関の口座内で行わねばならない。金融機関は債権の回収を
　図るためにこの預金口座に対して担保権を設定することでリスクの軽減を図ることになる。
　（森田宏樹「普通預金の担保化・再論（上）」金融法務事情1654号57頁以下）
362）最判昭62・11・10「債権者と債務者との間に，右のような集合物を目的とする譲渡担
　保権設定契約が締結され，債務者がその構成部分である動産の占有を取得したときは債権
　者が占有改定の方法によってその占有権を取得する旨の合意に基づき，債務者が右集合物
　の構成部分として現に存在する動産の占有を取得した場合には，債権者は，当該集合物を
　目的とする譲渡担保権にっき対抗要件を具備するに至ったものということができ，この対
　抗要件具備の効力は，その後構成部分が変動したとしても，集合物としての同一性が損な
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　われない限り，新たにその構成部分となった動産を包含する集合物について及ぶものと解
　すべきである」
363）道垣内教授は「集合物モデル」なるものを提唱する。これは普通預金を額が変動する
　に過ぎず，特定性・同一性は損なわれていないとして，集合物と同様に通知または承諾が
　なされれば常に対抗要件が備わると考える。（中田・道垣内・前掲注43，57頁）これに対
　して，森田教授は「集合債権モデル」なるものを提唱する。預入ごとに金融機関増テ言不
　金記帳を「残高債権の成立原因を更新するものであり，その点で更改に準じた「更改的効
　巣」がある」（傍点筆者）とする。そして，先の誤振込みの最高裁判決（前掲最判平8・
　4・26）を例にあげ，もし入金記帳後も特定性・同一性が保持されているとみるならば結
　論が逆になっていたであろうと推測する。しかし，最高裁が導き出した結論は入金記帳に
　より残高債権全体の特定性・同一性は保持されていないと考えているからであると結論づ
　けられる。また，残高債権が途中でゼロになれば同一性が途切れることになってしまうこ
　とも「集合債権モデル」の根拠としてあげられる。そして，普通預金残高債権は債権とし
　ての同一性ないし特定性を失っており「集合物」としての同一性を保持していないとして
　道垣内教授の提唱する「集合物モデル」を否定する。（森田・前掲注361，62頁以下）
364）「集合物モデル」では価値増殖部分の詐害行為取消権は問題となるが，「集合債権モデ
　ル」では問題とならない。特定性が維持されない以上，詐害行為取消権の対象を認めるこ
　とは無理があるからである。（森田・前掲注359，28頁以下）
365）集合債権モデルでは将来生ずべき集合債権の一括担保の論理を用いて考えることにな
　る。（最判平13・11・22民集55巻6号1056頁）その結果，将来の残高債権が成立するのは
　個々の入金記帳がなされた時点であるが，将来成立する残高債権も含めて，普通預金債権
　群全体について担保権設定契約の効力が発生し，あらかじめ第三者対抗要件を具備するこ
　とが可能となる。（森田・前掲注359，29頁）以上のことから，客観説と整合性を有さない
　誤振込みの最高裁判決も普通預金の担保化では有用な役割を果たしているように思われ，
　その意味からも一定の評価をすることができるようにも思われる。
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今井克典「振込システムの法的構成（3）」名古屋大学法政論集162号（1995）
今井克典「時の判例」法学教室276号（2003）
岩崎憲次「判批」奥田昌道ほか編『私法判例リマークス15号』（法律時報別冊）
　（1997）
岩原紳作「いわゆる誤振込みにおける預金の帰属等にっいて」金融法務研究会編
　『預金の帰属』（全国銀行協会，2003）
岩藤美智子「信託契約の成立と受託者破産時の信託財産の帰趨」金融法務事情1659
　号（2002）
上野隆司＝石井眞司「〈座談会〉損害保険代理店の保険料保管専用口座に基づく預金
　は誰に帰属するか」金融法務事情1228号（1989）
M．1「営業店OJT損害保険代理店の保険料専用口座に関する預金の帰属」金融法務
　事情1681号（2003）
御囲隆裕「損害保険会社からみた最高裁平成一五年二月ニー日判決に関する実務対
　応」銀行法務21622号（2003）
太田知行「判評」判例時報1703号（2000）
大西武士「預金者認定に関する客観説の限界」金融法務事情1386号（1994）
角紀代恵「詐害信託に関する一考察」財団法人トラスト60『実定信託法研究ノート』
　（1996）
加藤雅信「判批」『昭和59年度重要判例解説』（ジュリスト臨時増刊）（1985）
鎌野邦樹「マンション管理業者名義の預金債権の帰属」奥田昌道ほか編『私法判例
　リマークス25号』（法律時報別冊）（2002）
神谷高保「修繕積立金等を管理業者が預けた定期預金の帰属と信託」ジュリスト
　1203号（2001）
亀井洋一「公共工事請負業者が工事未成のうちに破産した場合の前払金の帰属」銀
　行法務21　593号（2001）
河合伸一「記名式定期預金の預金者一出掲者説，それでよいのか一」金融法務事情
　1047号（1984）
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川田悦男「損保代理店名義及び連名名義預金の預金者の認定」金融法務事情1227号
　（1989）
神作裕之「受益権取戻権に関する一考察一問屋関係との比較を中心に一」財団法人
　トラスト60『実定信託法研究ノート』（1996）
銀行法務研究会「金融法務ゼミナー」金融法務事情148号（1987）
久保淳一「ケーススタディ営業店の法務・コンプライアンス入門」金融法務事情
　1681号（2003）
黒沼悦郎「判批」鴻常夫ほか編『損害保険判例百選〔第2版〕』（別冊ジュリスト138
　一琴｝）　（1996）
黒沼悦郎「損害保険代理店が保険料保管のために開設した専用口座の預金債権の帰
　属」金融法務事情1492号（1997）
後藤健二「金融機関等による顧客等の本人確認等に関する法律の概要」金融法務事
　情1647号（2002）
鴻常夫ほか「預金取引〈第2回〉」金融法務事情786号（1976）
斎藤秀典「普通預金規定雛型等における預金口座の強制解約等に係る規定の制定に
　ついて」銀行法務21　587号（2001）
佐伯一郎ほか「預金の払戻しにおける銀行の注意義務の程度と範囲」銀行法務21
　607号（2002）
佐々木宗啓・畑中良彦「預金保険における名寄せについて」判例タイムズ1083号
　（2002）
塩崎勤「振込依頼人の誤振込みと受取人と銀行間の預金契約の成否」銀行法務21
　523号（1996）
潮見佳男「損害保険代理店の保険料保管専用口座と預金債権の帰属（上）」金融法務
　事情1683号（2003）
潮見佳男「損害保険代理店の保険料保管専用口座と預金債権の帰属（下）」金融法務
　事情1685号（2003）
篠原みち子「マンション管理組合預金の実務」金融法務事情1686号（2003）
柴田保幸「判解」『昭和48年度判例解説民事編』（1974）
渋川満「預担保貸付と債権の準占有」金融法務事情689号（1973）
渋谷達紀「判批」法学協会雑誌86巻10号（1989）
菅原胞治「原因関係を欠く振込取引の効力（上）」銀行法務21515号（1996）
菅原胞治「原因関係を欠く振込取引の効力（下）」銀行法務21　516号（1996）
鈴木正和「誤振込と預金者の認定」判例タイムズ746号（1991）
棄田誠ほか「預金法務の新しい課題」銀行法務21628号（2004）
田井雅巳「マンション管理会社またはマンション管理組合らへの預金の帰属」銀行
　法務21570号（1999）
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高岡信男「弁護士預り金口座取扱いの実務」金融法務事情1686号（2003）
滝本豊水＝古角和義「損害保険代理店の破綻と保険料専用口座の帰属」金融法務事
　情1677号（2003）
田爪浩信「損害保険代理店口座の取扱業務一最二小判平15．2．21を契機として一」金
　融法務事情1683号（2003）
田原睦夫「弁護士の依頼者からの預り金口座の預金とその帰属」金融法務事情1662
　号（2002）
鶴藤倫道「判批」判例評論532号（2003）
道垣内弘人「最近信託法判例批評（8）」金融法務事情1598号（2001）
道垣内弘人「最近信託法判例批評（9）」金融法務事情1600号（2002）
東京地方裁判所民事執行センター「さんまエクスプレス第16回預金債権差押えの取
　扱い」金融法務事情1668号（2003）
遠山聡「保険料保管専用口座と預金債権の帰属主体」ジュリスト1150号（1999）
中舎寛樹「預金者の認定と銀行の免責」名古屋大学法政論集97号（1984）
中舎寛樹「マンションの管理費・修繕積立金を管理会社名義で預金した場合の預金
　の帰属」金融法務事情1556号（1999）
中舎寛樹「マンションの管理会社名義でなされた預金の帰属」金融法務事情1652号
　（2002）
中田裕康「当事者複数の預金の帰属」金融法務研究会編『預金の帰属』（全国銀行協
　会，2003）
中原健夫「預金の帰属をめぐる金融取引上の諸問題」銀行法務21622号（2003）
中村也寸志「時の判例」ジュリスト1229号（2002）
中村也寸志「判解」法曹時報55巻8号（2003）
西尾信一「相殺に対する民法478条の類推適用」加藤一郎＝米倉明編『民法の争点
　II』（ジュリスト増刊）（1985）
西尾信一「普通預金契約における預金者の認定」銀行法務21510号（1995）
西尾信一「実務のための金融判決紹介」銀行法務21569号（1999）
西野倣雄「判批」ジュリスト1236号（2002）
新田敏「預金者の認定に関する一考察」杏林社会科学研究16巻3号（2000）
能見善久「現代信託法講義（2）」信託200号（1999）
能見善久「信託的に帰属する預金」金融法務研究会編『預金の帰属』（全国銀行協会，
　2003）
野村豊弘「預金者の認定にっいて」金融法務研究会編『預金の帰属』（全国銀行協会，
　2003）
HASU「支店の視点　弁護士預り金預金の帰属に関する判例を読んで」金融法務事
　情1688号（2003）
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秦光昭「判批」私法判例リマークス15号（1997）
秦光昭「預金者の認定と客観説の行方」金融法務事情1681号（2003）
原田一寿「金融機関等による顧客等の本人確認等に関する法律について」銀行法務
　21608号（2002）
原田一寿「本人確認法の実務に関するQ＆A」銀行法務21608号（2002）
平澤宗夫「保険法務入門講座」金融法務事情1453号（1996）
平田健治「判批」判例時報1609号（1997）
平田浩「判解」『昭和52年度判例解説民事編』（1978）
藤瀬裕司「マンション管理会社・管理組合の預金の帰属と実務上の留意点」金融法
　務事情1555号（1999）
ブラックジャック「支店の視点　損害保険会社代理店の預金口座と預金債権の帰属」
　金融法務事情1468号（1996）
編集部「法制審議会・建物区分所有法部会の議論が始まる」金融法務事情1614号
　（2001）
編集部「建物区分所有法の一部を改正する法律案要綱の決定・答申」金融法務事情
　1654号（2002）
法務省民事局参事官室「建物区分所有法改正要綱中間試案補足説明」ジュリスト
　1225号（2002）
堀内仁「預入行為者が預金者と認められる特段の事情」金融法務事情1059号（1984）
前田庸「預金者の認定」金融法務事情1433号（1995）
升田純「預金の帰属をめぐる裁判例の変遷」金融法務事情1555号（1999）
升田純「預金帰属の主観説，客観説，折衷説一二っの最高裁判例の検討と今後の動
　向」金融法務事情1686号（2003）
松岡久和「判批」『重要判例解説平成8年度』（1997）
松嶋由紀子「表見預金者と取引した銀行の保護」金融法務事情709号（1974）
宮川不可止「公共工事の前払金保証制度における前払金専用口座の法的性格一請負
　者の破産と信託法理の適用可能性について一」金融法務事情1627号（2001）
宮川不可止「弁護士の預り金の専用口座の法的性格」金融法務事1青1678号（2003）
森川隆「判研」早稲田法学75巻1号（1999）
森川隆「判研」法学研究72巻1号（1999）
森川隆「当座預金の預金者確定一出掲者説の適用とその問題点」大阪経済法科大学
　法学論集55号（2002）
森田宏樹「普通預金の担保化・再論（上）」金融法務事情1654号（2002）
森田宏樹「普通預金の担保化・再論（下）」金融法務事情1655号（2002）
弥永真生「取戻権の対象」ジュリスト995号（1992）
吉原省三「預金者の認定と客観説」金融法務事情1224号（1989）
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山下友信「判批」ジュリスト929号（1989）
山下友信「保険業法等の改正にっいて（下）」ジュリスト1052号（1994）
山田二郎「判研」金融法務事情1232号（1989）
吉岡伸一「代理店・管理者等が預かる預金の帰属について」判例タイムズ1123号
　（2003）
吉田尚弘「マンションの管理の適正化の推進に関する法律について」ジュリスト
　1195号（2001）
吉田光碩「普通預金の預金者の認定が問題となった事例」判例タイムズ894号
　（1996）
吉田光碩「代理店預金の帰属と金融実務上の留意点」金融法務事情1555号（1999）
吉田光碩「普通預金の預金者認定と滞納処分による差押え」金融法務事情1690号
　（2003）
渡辺隆生「預金の帰属に関する二っの最高裁判決と銀行実務」金融法務事情1686号
　（2003）
渡辺博巳「専用普通預金口座の預金者と預金者破綻時の預金の帰属」金融法務事情
　1690号（2003）
　〈その他〉
区分所有法研究会編集『問答式マンションの法律実務1』（新日本法規，1991）
区分所有法研究会編集『問答式マンションの法律実務2』（新日本法規，1991）
法令用語研究会編集執筆『法律用語辞典〔第2版〕』（有斐閣，2000）
「イミダス2004」（集英社，2003）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（博士前期課程修了）
